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１．本論文の問題意識と目的 
 現在、わが国は「社会保障・税一体改革」の過程にある。高齢化にともなって膨張して
いる社会保障費は、消費税を主たる財源としてきたことから、消費税の税率引き上げがな
され、今後も税率引き上げが予定されている。また、バブル経済の崩壊以後、長引いてき
た景気の低迷に対しては、法人課税の実効税率の引き下げや設備投資減税などによる減税
政策が頻繁になされてきた。この四半世紀のわが国の税制改革は、基幹税では消費課税と
法人課税が主役であったと言えよう。 
 この間、いまひとつの基幹税である個人所得課税（国の所得税と個人住民税）について
は、最高税率の引き上げや、所得税から個人住民税への税源移譲などがなされたものの、
抜本的な税制改革は先送りがなされてきた。しかしながら、現代のわが国経済は、所得格
差や就業構造の変化に起因する問題を抱えている。これらの問題には、個人所得課税の各
種控除やフラット化された税率も深く関わっていると考えられ，抜本的な改革が検討され
るべきである。そのためには定量的な分析と評価は欠かせない。 
 個人所得課税は、家計の課税後所得を変化させることで、所得再分配機能をもつ。個人
所得課税がもつ所得再分配効果を定量的に評価することは、所得格差の問題を抱える近年
のわが国にとって、重要な政策的意味をもつ。また、個人所得課税は家計の労働供給行動
や消費行動にも影響を与える。そのため、家計の経済行動に歪みを与えているかどうかに
ついて、効率性の側面からも評価することが必要である。ここに本論文の問題意識がある。 
 本論文は、租税の公平性と中立性の視点から個人所得課税を定量的に分析することで、
個人所得課税制を評価することを目的としている。その目的のために、本論文が一貫して
採用している分析手法は、本論文のサブタイトルにも示されているマイクロシミュレーシ
ョンである。マイクロシミュレーションとは、個々の世帯の収入や世帯属性などが含まれ
る膨大な量のマイクロデータを用いた分析手法であり、税制の評価においても強力な分析
手法である。 
 個人所得課税は世帯の収入のみならず、家族構成などの世帯属性が控除制度によって税
額計算に反映される制度となっている。そのため、集計データによる分析よりも、マイク
ロデータによる分析の方がより緻密に制度を反映する結果を提示できる。マイクロシミュ
レーションは膨大な量のデータを扱う分析手法であるが、コンピュータの発達によって
様々な分野で応用がなされている。欧米では、マイクロシミュレーションを用いて税制を
評価する研究が盛んになされているが、わが国における研究の蓄積はいまだに乏しい。 
 本論文は、以上の情勢を背景とし、マイクロシミュレーションを分析手法として、個人
所得課税制を評価することを目的としている。 
 
２．本論文の構成 
 本論文は、以下のように、序章と終章を含む８つの章からなっている。 
 
序章 本稿の問題意識と各章の概要 
第１章 マイクロシミュレーション分析の既存研究と日本のマイクロデータ 
第２章 所得税制における税率と控除の所得再分配効果 
第３章 個人住民税における税率と控除の所得再分配効果 
第４章 所得課税の経済厚生分析 
第５章 配偶者控除制度と有配偶女性の労働供給の変化 
第６章 タイの個人所得税改革による労働供給への影響 
終章 
参考文献 
税制改革に関する資料 
 
 本論文の各章の概要は次の通りである。まず、序章では、本論文の問題意識が示され、
各章の概要が記されている。 
 第１章は、国内外のマイクロシミュレーションに関する既存研究のサーベイが展開され、
マイクロシミュレーションの研究の動向が解説されている。マイクロデータをそのまま分
析に利用できることは稀である。そのため第１章では、本論文で主に用いられるマイクロ
データである総務省『全国消費実態調査』匿名データ（1989年、1994年、1999年、2004
年のデータ、2004 年の分析対象のサンプル数は 37,658 世帯）について、個人所得課税の
分析を行う上で、必要となるデータ処理や税額計算の方法を分かりやすく示している。 
 第２章以降では、租税の公平性と効率性に焦点を当てた分析が展開される。第２章と第
３章では、個人所得課税による所得再分配効果を計測することで、租税の公平性の観点か
らの分析がなされる。第４章、第５章、第６章では、主に家計の労働供給行動に焦点を当
てることで、租税の中立性の観点からの分析がなされる。 
 第２章では国税である所得税について、第３章では地方税である個人住民税について、
所得再分配効果をマイクロシミュレーションにより計測することで、各年の税制を評価し
ている。なお、所得再分配効果を分析する際には、人口動態の変化や景気の変動による所
得の増減など、税制以外の要因をコントロールしなければならない。そこで本論文では、
所得を基準年で固定し、そのマイクロデータに対して各年の税制を適用する Fixed Income 
Approachが採用されている。 
ここでは、既存研究の手法も踏まえつつ、所得階級、年齢階級、収入グループ別に分類
したタイル尺度を用いて、税制効果，税率効果および控除効果の分析結果が示される。第
２章の分析結果によれば、1994年の税制をピークにして、所得税の所得再分配効果が低下
している。また、第３章の分析結果によれば、所得税と同様に、個人住民税の所得再分配
効果は低下傾向にあることが示された。 
 第２章と第３章は、制度変更による家計の経済行動の変化が考慮されていない。その一
方で、続く第４章、第５章、第６章では、家計の経済行動を考慮に入れた behaviorモデル
を用いて、個人所得課税の分析がなされる。 
 第４章では、家計の効用関数をCES型に特定化したモデルにマイクロデータを適用して、
カリブレーションによってパラメータを推計し、税制改革が家計の労働供給や消費行動に
与える影響について分析している。このとき、『全国消費実態調査』からは労働時間が得ら
れないため、厚生労働省『国民生活基礎調査』匿名データとマッチングしたデータを利用
している。仮想的な税制改革を想定し、税制改革前後の経済厚生を比較することで、どの
ような税制改革が家計の経済厚生を改善するかについて検討している。分析結果によれば、
税率のフラット化や控除の増額により、2004年の所得税制が経済厚生をもっとも改善して
いたことが示された。 
 第５章では、behavior モデルのなかでも、近年もっとも活用されている離散選択型
（discrete choice）モデルを用いて、配偶者控除制度改革による労働供給の変化を分析して
いる。ここでは、厚生労働省『賃金構造基本統計調査』を利用し、『全国消費実態調査』に
労働時間のデータをマッチングしている。分析目的に合わせるため、世帯主の労働供給は
固定され、配偶者の労働供給のみが変化するモデルが用いられている。分析結果によれば、
配偶者控除制度の廃止は、特に子育て世帯の配偶者の労働供給の増加につながること、非
正規職員から正規職員への変化よりも、無職から非正規職員あるいは正規職員への変化に
つながることが示された。 
 第６章では、タイのマイクロデータ（タイ王国統計局”Labour Force Survey”の 2004年
のデータ、サンプル数は 210,103人（62,645世帯））を用いた離散選択型モデルによる分析
がなされる。タイの所得税は、わが国の所得税と同様の仕組みをもち、加えてタイでは女
性の労働力率が高い。さらにタイでは共稼ぎ世帯が多いことから、世帯主と配偶者双方の
労働供給が変化する離散選択型モデルによって、所得税改革の分析と評価がなされる。分
析結果によれば、非課税措置の撤廃が労働供給を促進する効果をもつことが示された。 
 終章では、これまでの分析から得られた結果を踏まえて、所得課税の改革に対する政策
的インプリケーションが示されている。なお、第１章から第６章に関しては、そのすべて
が国内外の学会や研究会にて報告がなされ、そのほとんどが査読付きを含む研究雑誌に掲
載されており、それらの論文をもとにして本論文がまとめられている。 
 
 
